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(57)【要約】
　Ｆナンバーが小さく、小型でかつ高い結像性能を有し
、製造誤差に強い内視鏡用対物光学系を提供すること。
　内視鏡用対物光学系は、物体側から順に、正の屈折力
を有する第１レンズ群Ｇ１と、負の屈折力を有する第２
レンズ群Ｇ２と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３
と、で構成され、近距離物点へのフォーカシング時に、
第１レンズ群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３は固定で、第２レ
ンズ群Ｇ２は移動し、第３レンズ群Ｇ３は、正の屈折力
を有する前群ＧＦと、正の屈折力を有する後群ＧＲと、
からなり、前群ＧＦと後群ＧＲは、各々、１つの単レン
ズ又は１つの接合レンズで構成され、以下の条件式（１
－１）、（１－２）を満たす。
　１≦ｆG3f／ｆG3r≦５　　　（１－１）
　０．１≦ｄG3fr／ｄG3r≦１　　　（１－２）



(2) JP WO2017/221600 A1 2017.12.28

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、
　正の屈折力を有する第１レンズ群と、
　負の屈折力を有する第２レンズ群と、
　正の屈折力を有する第３レンズ群と、で構成され、
　近距離物点へのフォーカシング時に、前記第１レンズ群と前記第３レンズ群は固定で、
前記第２レンズ群は移動し、
　前記第３レンズ群は、正の屈折力を有する前群と、正の屈折力を有する後群と、からな
り、
　前記前群と前記後群は、各々、１つの単レンズ又は１つの接合レンズで構成され、
　以下の条件式（１－１）、（１－２）を満たすことを特徴とする内視鏡用対物光学系。
　１≦ｆG3f／ｆG3r≦５　　　（１－１）
　０．１≦ｄG3fr／ｄG3r≦１　　　（１－２）
　ここで、
　ｆG3fは、前記前群の焦点距離、
　ｆG3rは、前記後群の焦点距離、
　ｄG3frは、前記前群の最も像側面から前記後群の最も物体側面までの光軸に沿った距離
、
　ｄG3rは、前記後群の光軸に沿った総厚、
である。
【請求項２】
　以下の条件式（２）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　０．４２≦ｆG1／ｆG3r≦０．９　　　（２）
　ここで、
　ｆG1は、前記第１レンズ群の焦点距離、
　ｆG3rは、前記後群の焦点距離、
である。
【請求項３】
　以下の条件式（３）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　－２≦ｆG2／ｆG3f≦－１．０５　　　（３）
　ここで、
　ｆG2は、前記第２レンズ群の焦点距離、
　ｆG3fは、前記前群の焦点距離、
である。
【請求項４】
　以下の条件式（４－１）、（４－２）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視
鏡用対物光学系。
　－８≦ｆc／ｒc≦－２　　　（４－１）
　－７≦ｆG2／ｆG3≦－２　　　（４－２）
　ここで、
　ｆcは、前記第３レンズ群の接合レンズの焦点距離、
　ｒcは、前記第３レンズ群の接合レンズの接合面の曲率半径、
　ｆG2は、前記第２レンズ群の焦点距離、
　ｆG3は、前記第３レンズ群の焦点距離、
である。
【請求項５】
　前記第１レンズ群は、最も物体側に配置された物体側負レンズを有し、
　以下の条件式（５－１）、（５－２）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視
鏡用対物光学系。
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　０．５≦ｆG1／ｆG23≦１　　　（５－１）
　０．２≦ｆ／ｒG1nr≦１　　　（５－２）
　ここで、
　ｆG1は、前記第１レンズ群の焦点距離、
　ｆG23は、前記第２レンズ群と前記第３レンズ群の合成焦点距離、
　ｆは、前記内視鏡用対物光学系の全系での焦点距離、
　ｒG1nrは、前記物体側負レンズの像側面の曲率半径、
　前記合成焦点距離と前記全系での焦点距離は、通常状態での焦点距離、
である。
【請求項６】
　前記前群は、接合レンズからなり、
　前記接合レンズは、前側正レンズを有し、
　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（６）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　０．３８≦ｆG3pf／ｆG3pr≦０．９　　　（６）
　ここで、
　ｆG3pfは、前記前側正レンズの焦点距離、
　ｆG3prは、前記後側正レンズの焦点距離、
である。
【請求項７】
　前記前群は、接合レンズからなり、
　前記接合レンズは、前側負レンズを有し、
　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（７）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　－１．１≦ｆG3nf／ｆG3≦－０．５　　　（７）
　ここで、
　ｆG3nfは、前記前側負レンズの焦点距離、
　ｆG3は、前記第３レンズ群の焦点距離、
である。
【請求項８】
　前記前群は、接合レンズからなり、
　前記接合レンズは、前側正レンズを有し、
　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（８）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　０≦（ｒG3pff＋ｒG3pfr）／（ｒG3pff－ｒG3pfr）≦０．４１　　　（８）
　ここで、
　ｒG3pffは、前記前側正レンズの物体側面の曲率半径、
　ｒG3pfrは、前記前側正レンズの像側面の曲率半径、
である。
【請求項９】
　前記前群は、接合レンズからなり、
　前記接合レンズは、前側正レンズを有し、
　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（９）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　－０．６≦ｒG3pff／ｒG3prr≦０　　　（９）
　ここで、
　ｒG3pffは、前記前側正レンズの物体側面の曲率半径、
　ｒG3prrは、前記後側正レンズの像側面の曲率半径、
である。
【請求項１０】
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　前記前群と前記後群との間隔を変えて、組み立て時のピント調整を行うことを特徴とす
る請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、対物光学系に関するものであり、例えば医療分野や工業分野などで用いられ
る内視鏡装置に利用できる内視鏡用対物光学系に関する。
【背景技術】
【０００２】
　内視鏡は、医療用分野及び工業用分野で広く使用されている装置である。特に医療用分
野においては、内視鏡は、観察部位の診断や治療に利用されている。この診断や治療には
、体腔内に挿入された内視鏡により得られる画像が用いられる。
【０００３】
　内視鏡用の対物光学系では、適切なＦナンバーとピント位置を設定することにより、近
点から遠点までピントの合った像を形成している。また、対物光学系では、レンズ径を小
さくすることや、光学系の全長を短くすることが行われている。このようにすることによ
り、挿入部を細くすることができる。その結果、挿入時の苦痛を低減することや、体内で
小回りの効く挿入部を実現することができる。近年は、更に高画質で小型な内視鏡が求め
られるようになってきている。
【０００４】
　内視鏡用の対物光学系としては、広い被写界深度を有する対物光学系や、高倍率で観察
できる対物光学系が提案されている。高倍率で観察できる対物光学系では、レンズ群を移
動させてフォーカスやズームを行っている。このような対物光学系として、特許文献１～
４に記載された対物光学系がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１１－３１６３３９号公報
【特許文献２】特許第４８３４７９９号公報
【特許文献３】特許第５１４８４０３号公報
【特許文献４】特許第５５８０９５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　一般的に、撮像素子の画素数を増やすことで、高画質化が可能となる。画素数の増加に
応じて撮像面を大型化すると、撮像面に形成する像の高さも高くしなくてはならない。し
かしながら像高が高くなってしまうと、対物光学系も大きくなる。この場合、光学系を小
型化することが難しくなる。そのため、内視鏡に用いる撮像素子では、撮像素子のサイズ
を同じまま画素ピッチを小さくすることで、小型化を保ちつつ高画質化する方法が行われ
ることが多い。
【０００７】
　しかしながら、画素ピッチが小さくなると、対物光学系には、許容錯乱円を更に小さく
することが求められる。そのため、高い光学性能を持った対物光学系が必要となる。許容
錯乱円は、回折の影響を強く受ける。そのため、対物光学系を、Ｆナンバーが小さい光学
系にする必要がある。
【０００８】
　一般的には、Ｆナンバーが小さくなると、収差補正が難しくなる。収差を良好に補正す
るためには、レンズ枚数を増やすか、又は、光学系の全長を長くしなければならない。そ
のため、光学系が大型化してしまう傾向にある。このように、撮像素子のサイズを同じま
まで画素ピッチを小さくすると、単純に光学系の小型化と高性能化を達成することができ
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ない。
【０００９】
　更に、Ｆナンバーが小さくなると、光学系が製造ばらつきに対して弱くなってしまう。
すなわち、レンズ部品の曲率半径の誤差、肉厚の誤差、及び光学系組立時のメカ枠とレン
ズとのシフト、チルト誤差等で、光学性能が劣化しやすくなる。このようなことから、光
学系には、許容できる誤差量が大きいことが望まれる。
【００１０】
　特に、製造時に行われるピント合わせについては、画素ピッチと、Ｆナンバーでほぼ決
まる許容錯乱円とで、許容される誤差量が決まってしまう。例えば、ピント合わせの許容
誤差が３μｍ～５μｍだと、許容量としてはかなり小さい。
【００１１】
　ピント合わせが終ると、レンズや撮像素子が接着剤で固定される。このとき、接着剤の
硬化に伴って、レンズの位置や撮像素子の位置にずれが生じる。上述のように許容量が小
さいと、接着剤には、硬化によって生じるずれ量をかなり小さい量にすることが求められ
る。しかしながら、接着剤では対応が困難な場合もある。このようなことから、製造時の
ピント誤差に関して、光学系には、許容できる誤差量が大きいことが望まれる。
【００１２】
　特許文献１の対物光学系は、Ｆナンバーが６から１２であるため、Ｆナンバーが十分に
小さいとはいえない。よって、小さい画素ピッチを持つ撮像素子との組み合わせは困難で
ある。また、光学系の全長も長いため、小型化にも向かない。また、製造時のピント誤差
の考慮は全くされていない。
【００１３】
　特許文献２の対物光学系は、正の第１群と、負の第２群と、正の第３群と、で構成され
ている。この対物光学系では、第３群を２つの群に分割して、２つの群の間隔を変化させ
ている。しかしながら、製造時のピント誤差の問題には対応していなかった。また、Ｆナ
ンバーも６であるため、Ｆナンバーが十分に小さいとはいえない。よって、小さい画素ピ
ッチを持つ撮像素子との組み合わせは困難である。
【００１４】
　特許文献３の対物光学系は、正の第１群と、負の第２群と、正の第３群と、で構成され
ている。この対物光学系では、第３群を、接合レンズと正レンズとで構成している。しか
しながら、製造時のピント誤差への対応はされていない。また、Ｆナンバーも８から１０
であるため、Ｆナンバーが十分に小さいとはいえない。よって、小さい画素ピッチを持つ
撮像素子との組み合わせは困難である。
【００１５】
　特許文献４の対物光学系は、Ｆナンバーが８であるため、Ｆナンバーが十分に小さいと
はいえない。よって、小さい画素ピッチを持つ撮像素子との組み合わせは困難である。ま
た、製造時のピント誤差の考慮は全くされていない。
【００１６】
　本発明は、このような問題点に鑑みてなされたものであり、Ｆナンバーが小さく、小型
でかつ高い結像性能を有し、製造誤差に強い内視鏡用対物光学系を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明の少なくとも幾つかの実施形態
に係る内視鏡用対物光学系は、
　物体側から順に、
　正の屈折力を有する第１レンズ群と、
　負の屈折力を有する第２レンズ群と、
　正の屈折力を有する第３レンズ群と、で構成され、
　近距離物点へのフォーカシング時に、第１レンズ群と第３レンズ群は固定で、第２レン
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ズ群は移動し、
　第３レンズ群は、正の屈折力を有する前群と、正の屈折力を有する後群と、からなり、
　前群と後群は、各々、１つの単レンズ又は１つの接合レンズで構成され、
　以下の条件式（１－１）、（１－２）を満たすことを特徴とする。
　１≦ｆG3f／ｆG3r≦５　　　（１－１）
　０．１≦ｄG3fr／ｄG3r≦１　　　（１－２）
　ここで、
　ｆG3fは、前群の焦点距離、
　ｆG3rは、後群の焦点距離、
　ｄG3frは、前群の最も像側面から後群の最も物体側面までの光軸に沿った距離、
　ｄG3rは、後群の光軸に沿った総厚、
である。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明は、Ｆナンバーが小さく、小型でかつ高い結像性能を有し、製造誤差に強い内視
鏡用対物光学系を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本実施形態の内視鏡用対物光学系の具体的な構成を示す断面図である。
【図２】実施例１の内視鏡用対物光学系の断面図である。
【図３】実施例１の内視鏡用対物光学系の収差図である。
【図４】実施例２の内視鏡用対物光学系の断面図である。
【図５】実施例２の内視鏡用対物光学系の収差図である。
【図６】実施例３の内視鏡用対物光学系の断面図である。
【図７】実施例３の内視鏡用対物光学系の収差図である。
【図８】実施例４の内視鏡用対物光学系の断面図である。
【図９】実施例４の内視鏡用対物光学系の収差図である。
【図１０】実施例５の内視鏡用対物光学系の断面図である。
【図１１】実施例５の内視鏡用対物光学系の収差図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本実施形態に係る内視鏡用対物光学系について、図面を用いて、このような構成
をとった理由と作用を説明する。なお、以下の実施形態によりこの発明が限定されるもの
ではない。
【００２１】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系は、内視鏡観察において、一つの光学系で通常観
察と近接観察とを行うことができる。そのために、対物光学系を複数のレンズ群で構成し
、その複数のレンズ群の少なくとも１つのレンズ群が光軸上を移動する。これにより、遠
距離物点に合焦した場合に通常観察を行うことができ、近距離物点に合焦した場合に近接
観察を行うことができる。
【００２２】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系は、物体側から順に、正の屈折力を有する第１レ
ンズ群と、負の屈折力を有する第２レンズ群と、正の屈折力を有する第３レンズ群と、で
構成され、近距離物点へのフォーカシング時に、第１レンズ群と第３レンズ群は固定で、
第２レンズ群は移動し、第３レンズ群は、正の屈折力を有する前群と、正の屈折力を有す
る後群と、からなり、前群と後群は、各々、１つの単レンズ又は１つの接合レンズで構成
され、以下の条件式（１－１）、（１－２）を満たすことを特徴とする。
　１≦ｆG3f／ｆG3r≦５　　　（１－１）
　０．１≦ｄG3fr／ｄG3r≦１　　　（１－２）
　ここで、
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　ｆG3fは、前群の焦点距離、
　ｆG3rは、後群の焦点距離、
　ｄG3frは、前群の最も像側面から後群の最も物体側面までの光軸に沿った距離、
　ｄG3rは、後群の光軸に沿った総厚、
である。
【００２３】
　本実施形態の内視鏡用対物光学系について説明する。図１は、本実施形態の内視鏡用対
物光学系を示す図である。図１に示すように、本実施形態の内視鏡用対物光学系は、物体
側から順に、正の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ１と、負の屈折力を有する第２レンズ群
Ｇ２と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３と、で構成されている。
【００２４】
　内視鏡用対物光学系では、光学系を小型化しつつ、光学系にフォーカス機能を持たせる
ことが求められている。この要求を満たすために、本実施形態の内視鏡用対物光学系では
、光学系を３つのレンズ群で構成し、更に、３つのレンズ群の屈折力を、物体側から順に
、さらに正の屈折力、負の屈折力、正の屈折力にしている。
【００２５】
　これにより、正の屈折力を２つのレンズ群に分散させることができ、また、２つの正の
屈折力の中間に負の屈折力が位置することになる。その結果、フォーカス時の収差変動が
少なく、高い結像性能を持つ内視鏡用対物光学系を構成することが可能となる。
【００２６】
　第１レンズ群Ｇ１は、負レンズＬ１と、正レンズＬ２と、正レンズＬ３と、を有する。
第２レンズ群Ｇ２は、負レンズＬ４を有する。第３レンズ群Ｇ３は、正の屈折力を有する
前群ＧＦと、正の屈折力を有する後群ＧＲと、を有する。
【００２７】
　図１では、前群ＧＦは、接合レンズＣＬで構成されている。接合レンズＣＬは、正レン
ズＬ５と負レンズＬ６とで構成されている。後群ＧＲは、正レンズＬ７で構成されている
。
【００２８】
　負レンズＬ１と正レンズＬ２との間に、第１の平行平板Ｆ１が配置されている。第１の
平行平板Ｆ１は、内視鏡用対物光学系中の任意の位置に配置することができる。正レンズ
Ｌ７の像側に、第２の平行平板Ｆ２と第３の平行平板Ｆ３が配置されている。第２の平行
平板Ｆ２と第３の平行平板Ｆ３は接合されている。
【００２９】
　第２の平行平板Ｆ２と第３の平行平板Ｆ３は、カバーガラスと、撮像素子のカバーガラ
スである。第３の平行平板Ｆ３の像側には、撮像素子(不図示)が配置されている。第３の
平行平板Ｆ３の像側面は、像面Ｉになっている。撮像素子の撮像面は、第３の平行平板Ｆ
３の像側面と一致している。
【００３０】
　第１レンズ群Ｇ１と第２レンズ群Ｇ２との間に、明るさ絞りＳが配置されている。より
具体的には、明るさ絞りＳは、正レンズＬ３の像側面の近傍に位置している。
【００３１】
　フォーカシング時、第１レンズ群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３は固定で、第２レンズ群Ｇ２
が移動する。遠距離物点から近距離物点へのフォーカシング時、第２レンズ群Ｇ２は像側
に移動する。
【００３２】
　フォーカシング時に第２レンズ群Ｇ２を移動させることで、少ない移動量で効果的に変
倍することができる。このとき、第１レンズ群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３を固定とすること
で、レンズ枠を簡便にすることができる。その結果、内視鏡の外径の細径化も可能となる
。
【００３３】
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　本実施形態の内視鏡用対物光学系は、撮像素子と組み合わせることができる。近年、撮
像素子では、多画素化が進んでいる。多画素化が進むと、それに伴い画素ピッチが小さく
なる。画素ピッチが小さくなると、光学系における許容錯乱円も小さくなる。
【００３４】
　光学系の組み立てでは、物体像の位置と撮像面の位置とを一致させる調整（以下、「ピ
ント調整」という）が行われる。ピントの合った物体像を撮像するためには、ピント調整
が高精度で行われている必要がある。ピント調整では、レンズの移動、撮像素子の移動、
又はレンズと撮像素子の移動が行われる。光学系における許容錯乱円が小さいと、更に高
い精度がピント調整に求められる。
【００３５】
　上述のように、本実施形態の内視鏡用対物光学系では、第３レンズ群Ｇ３を、前群ＧＦ
と後群ＧＲとで構成している。そして、物体像の位置と撮像面との位置合わせでは、後群
ＧＲと撮像素子とを移動させている。
【００３６】
　このようにすることで、後群ＧＲと撮像素子とが一緒に移動したときに、光学系の縦倍
率が小さくなる。そのため、ピント調整時の誤差感度を低減できる。その結果、ピント調
整を高精度で、かつ、容易に行うことができる。
【００３７】
　前群ＧＦと後群ＧＲは、各々、１つの単レンズ又は１つの接合レンズで構成することが
好ましい。このようにすると、レンズ枠の簡便化と光学系の全長の短縮とを行うことがで
きる。
【００３８】
　本実施形態の内視鏡用対物光学系は上述の構成を備えると共に、条件式（１－１）、（
１－２）を満たす。
【００３９】
　条件式（１－１）の上限値を上回ると、前群の屈折力が大きくなりすぎるか、又は、後
群の屈折力が小さくなりすぎる。前群の屈折力が大きくなりすぎると、コマ収差や非点収
差が悪化してしまう。後群の屈折力が小さくなりすぎると、ピント調整時の誤差により、
結像性能が劣化してしまう。
【００４０】
　条件式（１－１）の下限値を下回ると、前群の屈折力が大きくなりすぎるか、又は、後
群の屈折力が大きくなりすぎる。前群の屈折力が大きくなりすぎると、第３レンズ群を通
過する光線の光線高が高くなる。その結果、第３レンズ群におけるレンズ径が大きくなっ
てしまう。後群の屈折力が大きくなりすぎると、コマ収差や非点収差が悪化してしまう。
【００４１】
　条件式（１－２）の上限値を上回ると、光学系の全長が長くなるか、又は、第３レンズ
群を通過する光線高が高くなる。第３レンズ群を通過する光線高が高くなると、第３レン
ズ群におけるレンズ径が大きくなってしまう。
【００４２】
　条件式（１－２）の下限値を下回ると、第３レンズ群と明るさ絞りとの距離が短くなり
すぎる。この場合、像面に入射する光線の入射角が大きくなる。すなわち、光学系の構成
を像側にテレセントリックな構成、又はそれに近い構成にすることが困難になる。そのた
め、後群の製造誤差に対して結像性能が劣化しやすくなる。
【００４３】
　条件式（１－１）に代えて、以下の条件式（１－１）’を満たすことが良い。
　１．２≦ｆG3f／ｆG3r≦４　　　（１－１）’
　条件式（１－１）に代えて、以下の条件式（１－１）’’を満たすことがより好ましい
。
　１．３５≦ｆG3f／ｆG3r≦３．５　　　（１－１）’’
【００４４】
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　条件式（１－２）に代えて、以下の条件式（１－２）’を満たすことが良い。
　０．２≦ｄG3fr／ｄG3r≦０．９　　　（１－２）’
　条件式（１－２）に代えて、以下の条件式（１－２）’’を満たすことがより好ましい
。
　０．３≦ｄG3fr／ｄG3r≦０．８　　　（１－２）’’
【００４５】
　条件式（１－１）を満足する場合、後群の屈折力は、前群の屈折力と等しいか、又は前
群の屈折力よりも大きくなる。後群の屈折力を、前群の屈折力よりも大きくすることが好
ましい。
【００４６】
　ただし、後群の屈折力が大きくなると、後群は、製造誤差による影響を大きく受ける。
製造誤差としては、偏心誤差がある。偏心誤差は、レンズのシフトやレンズチルトによっ
て生じる。特に、偏心誤差が大きいと、結像性能の劣化が大きくなる。
【００４７】
　偏心誤差による影響を小さくするためには、像面に対する主光線の入射角が小さくなる
ようにすることが望ましい。このようにすると、光学系の構成は像側にテレセントリック
な構成、又はそれに近い構成になる。その結果、結像性能の劣化が少なくなる。
【００４８】
　光学系の構成を像側にテレセントリックな構成にするためには、明るさ絞りから後群ま
での距離を、なるべく長くすることが好ましい。このようなことから、後群の屈折力を前
群の屈折力よりも大きくした場合は、特に、上述の条件式（１－２）を満たすことが好ま
しい。
【００４９】
　本実施形態の内視鏡用対物光学系によれば、Ｆナンバーが小さく、小型でかつ高い結像
性能を有する内視鏡用対物光学系を実現することができる。また、製造誤差に強い内視鏡
用対物光学系を実現することができる。すなわち、本実施形態の内視鏡用対物光学系では
、製造時に発生する様々な誤差について、許容できる誤差量を大きくすることができる。
【００５０】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系は、以下の条件式（２）を満たすことが好ましい
。
　０．４２≦ｆG1／ｆG3r≦０．９　　　（２）
　ここで、
　ｆG1は、第１レンズ群の焦点距離、
　ｆG3rは、後群の焦点距離、
である。
【００５１】
　後群の屈折力は、前群の屈折力に対して比較的大きくすることが好ましい。ただし、こ
の場合、第１レンズ群の屈折力を適切に設定しないと、像の周辺における収差を良好に補
正できなくなる。このようなことから、条件式（２）を満たすことが好ましい。
【００５２】
　条件式（２）の上限値を上回ると、第１レンズ群の屈折力が小さくなりすぎるか、又は
、後群の屈折力が大きくなりすぎる。第１レンズ群の屈折力が小さくなりすぎると、光学
系の全長が長くなってしまう。後群の屈折力が大きくなりすぎると、コマ収差や非点収差
が悪化してしまう。
【００５３】
　条件式（２）の下限値を下回ると、第１レンズ群の屈折力が大きくなりすぎるか、又は
、後群の屈折力が小さくなりすぎる。第１レンズ群の屈折力が大きくなりすぎると、第１
レンズ群における諸収差の発生量が大きくなりすぎてしまう。この場合、特に、コマ収差
、非点収差及び倍率色収差を、第３レンズ群で補正できなくなってしまう。そのため、光
学系全体での収差を良好に補正できなくなる。後群の屈折力が小さくなりすぎると、ピン
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ト調整時の誤差により、結像性能が劣化してしまう。
【００５４】
　条件式（２）に代えて、以下の条件式（２）’を満たすことが良い。
　０．４５≦ｆG1／ｆG3r≦０．８　　　（２）’
　条件式（２）に代えて、以下の条件式（２）’’を満たすことがより好ましい。
　０．４８≦ｆG1／ｆG3r≦０．７　　　（２）’’
【００５５】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系は、以下の条件式（３）を満たすことが好ましい
。
　－２≦ｆG2／ｆG3f≦－１．０５　　　（３）
　ここで、
　ｆG2は、第２レンズ群の焦点距離、
　ｆG3fは、前群の焦点距離、
である。
【００５６】
　前群の屈折力は、後群の屈折力に対して相対的に小さくなる。そのため、第２レンズ群
の屈折力を適切に設定しないと、効果的に変倍ができなくなるか、又は、各収差でバラン
スが取れなくなってしまう。このようなことから、条件式（３）を満たすことが好ましい
。
【００５７】
　条件式（３）の上限値を上回ると、第２レンズ群の屈折力が大きくなりすぎるか、又は
、後群の屈折力が小さくなりすぎる。第２レンズ群の屈折力が大きくなりすぎると、球面
収差、コマ収差及び非点収差が悪化してしまう。後群の屈折力が小さくなりすぎると、ピ
ント調整時の誤差により、結像性能が劣化してしまう。
【００５８】
　条件式（３）の下限値を下回ると、第２レンズ群の屈折力が小さくなりすぎるか、又は
、後群の屈折力が大きくなりすぎる。第２レンズ群の屈折力が小さくなりすぎると、第２
レンズ群の移動量が大きくなる。その結果、光学系の全長が大きくなってしまう。後群の
屈折力が大きくなりすぎると、コマ収差や非点収差が補正過剰になってしまう。
【００５９】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系は、以下の条件式（４－１）、（４－２）を満た
すことが好ましい。
　－８≦ｆc／ｒc≦－２　　　（４－１）
　－７≦ｆG2／ｆG3≦－２　　　（４－２）
　ここで、
　ｆcは、第３レンズ群の接合レンズの焦点距離、
　ｒcは、第３レンズ群の接合レンズの接合面の曲率半径、
　ｆG2は、第２レンズ群の焦点距離、
　ｆG3は、第３レンズ群の焦点距離、
である。
【００６０】
　第１レンズ群で倍率色収差が発生する場合、倍率色収差を別のレンズ群で補正する必要
がある。第３レンズ群で倍率色収差を補正するためには、第３レンズ群に接合レンズを配
置することが好ましい。
【００６１】
　また、第３レンズ群で、ピント調整時の誤差感度を緩和できることが好ましい。そのた
めに、第３レンズ群は、屈折力のバランスを変えつつ、光学系の全長が長くならないよう
に構成することが好ましい。このようなことから、条件式（４－１）、（４－２）を満た
すことが好ましい。
【００６２】
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　条件式（４－１）の上限値を上回ると、接合面での色収差、コマ収差が補正過剰になる
か、又は、接合面の曲率半径が小さくなりすぎる。接合面の曲率半径が小さくなりすぎる
と、レンズの加工性が悪くなる。その結果、コストが増大してしまう。
【００６３】
　条件式（４－１）の下限値を下回ると、接合による色補正効果が減ってしまう。そのた
め、倍率色収差が悪化してしまう。
【００６４】
　条件式（４－２）の上限値を上回ると、第２レンズ群の屈折力が大きくなりすぎるか、
バックフォーカスが取れなくなってしまうか、又は、第３レンズ群の屈折力が小さくなり
すぎる。第２レンズ群の屈折力が大きくなりすぎると、球面収差、コマ収差及び非点収差
が悪化してしまう。第３レンズ群の屈折力が小さくなりすぎると、光学系の全長が長くな
るか、又は、第１レンズ群で発生するコマ収差や非点収差を補正できなくなってしまう。
【００６５】
　条件式（４－２）の下限値を下回ると、第２レンズ群の屈折力が小さくなりすぎるか、
又は、第３レンズ群の屈折力が大きくなりすぎる。第２レンズ群の屈折力が小さくなりす
ぎると、第２レンズ群の移動量が大きくなる。その結果、光学系の全長が長くなってしま
う。第３レンズ群の屈折力が大きくなりすぎると、コマ収差や非点収差が悪化してしまう
。
【００６６】
　条件式（４－１）に代えて、以下の条件式（４－１）’を満たすことが良い。
　－７≦ｆc／ｒc≦－２．２　　　（４－１）’
　条件式（４－１）に代えて、以下の条件式（４－１）’’を満たすことがより好ましい
。
　－６≦ｆc／ｒc≦－２．４　　　（４－１）’’
【００６７】
　条件式（４－２）に代えて、以下の条件式（４－２）’を満たすことが良い。
　－５．５≦ｆG2／ｆG3≦－２．１　　　（４－２）’
　条件式（４－２）に代えて、以下の条件式（４－２）’’を満たすことがより好ましい
。
　－４．５≦ｆG2／ｆG3≦－２．２　　　（４－２）’’
【００６８】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系では、第１レンズ群は、最も物体側に配置された
物体側負レンズを有し、以下の条件式（５－１）、（５－２）を満たすことが好ましい。
　０．５≦ｆG1／ｆG23≦１　　　（５－１）
　０．２≦ｆ／ｒG1nr≦１　　　（５－２）
　ここで、
　ｆG1は、第１レンズ群の焦点距離、
　ｆG23は、第２レンズ群と第３レンズ群の合成焦点距離、
　ｆは、内視鏡用対物光学系の全系での焦点距離、
　ｒG1nrは、物体側負レンズの像側面の曲率半径、
　合成焦点距離と全系での焦点距離は、通常状態での焦点距離、
である。
【００６９】
　第１レンズ群で発生する収差は、第２レンズ群や第３レンズ群で補正している。そのた
め、第１レンズ群で発生する収差の量が大きくなりすぎると、第２レンズ群や第３レンズ
群で補正しきれなくなってしまう。第１レンズ群で発生する収差の増大を抑制するために
は、条件式（５－１）、（５－２）を満たすことが好ましい。通常状態とは近接状態に対
して遠点側に焦点があった状態とする。
【００７０】
　条件式（５－１）の上限値を上回ると、第１レンズ群の屈折力が小さくなりすぎるか、
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又は、第２レンズ群と第３レンズ群の合成屈折力が大きくなりすぎる。第１レンズ群の屈
折力が小さくなりすぎると、光学系の全長が長くなってしまう。第２レンズ群と第３レン
ズ群の合成屈折力が大きくなりすぎると、球面収差やコマ収差が補正過剰になってしまう
。
【００７１】
　条件式（５－１）の下限値を下回ると、第１レンズ群の屈折力が大きくなりすぎるか、
又は、第２レンズ群と第３レンズ群の合成屈折力が小さくなりすぎる。第１レンズ群の屈
折力が大きくなりすぎると、コマ収差や非点収差の発生が大きくなりすぎる。この場合、
第２レンズ群や第３レンズ群で、これらの収差を補正しきれなくなってしまう。第２レン
ズ群と第３レンズ群の合成屈折力が小さくなりすぎると、光学系の全長が長くなってしま
うか、又は、レンズ径が大きくなってしまう。
【００７２】
　条件式（５－２）の上限値を上回ると、物体側負レンズの像側面における曲率半径が小
さくなりすぎる。そのため、コマ収差や倍率色収差の発生が大きくなりすぎてしまう。条
件式（５－２）の下限値を下回ると、光学系の全長が大きくなってしまうか、又は、物体
側負レンズのレンズ径が大きくなってしまう。物体側負レンズのレンズ径が大きくなると
、光学系を小型化することができなくなる。
【００７３】
　条件式（５－１）に代えて、以下の条件式（５－１）’を満たすことが良い。
　０．５１≦ｆG1／ｆG23≦０．９　　　（５－１）’
　条件式（５－１）に代えて、以下の条件式（５－１）’’を満たすことがより好ましい
。
　０．５２≦ｆG1／ｆG23≦０．８　　　（５－１）’’
　条件式（５－２）に代えて、以下の条件式（５－２）’を満たすことが良い。
　０．４≦ｆ／ｒG1nr≦０．９　　　（５－２）’
　条件式（５－２）に代えて、以下の条件式（５－２）’’を満たすことがより好ましい
。
　０．５５≦ｆ／ｒG1nr≦０．８５　　　（５－２）’’
【００７４】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系では、前群は、接合レンズからなり、接合レンズ
は、前側正レンズを有し、後群は、後側正レンズからなり、以下の条件式（６）を満たす
ことが好ましい。
　０．３８≦ｆG3pf／ｆG3pr≦０．９　　　（６）
　ここで、
　ｆG3pfは、前側正レンズの焦点距離、
　ｆG3prは、後側正レンズの焦点距離、
である。
【００７５】
　前群を接合レンズで構成し、後群を単レンズで構成することで、製造誤差によるピント
ばらつきの影響をさらに小さくすることができる。後群を単レンズで構成すると共に、正
の屈折力を大きくすることで、接合レンズを、主に倍率色収差の発生の抑制に用いること
ができる。その結果、高い結像性能を維持しつつ、製造誤差の影響も小さくすることがで
きる。
【００７６】
　第３レンズ群は、前側正レンズと後側正レンズとを有する。これらの正レンズは、収差
性能や製造誤差の影響に関わる。そのため、前側正レンズの屈折力と後側正レンズの屈折
力とで、バランスをとる必要がある。このようなことから、条件式（６）を満たすことが
好ましい。
【００７７】
　条件式（６）の上限値を上回ると、前側正レンズの屈折力が小さくなりすぎるか、又は
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、後側正レンズの屈折力が大きくなりすぎる。前側正レンズの屈折力が小さくなりすぎる
と、倍率色収差が補正不足になる。後側正レンズの屈折力が大きくなりすぎると、シフト
方向のレンズ偏心の誤差による結像性能の劣化が大きくなってしまう。
【００７８】
　条件式（６）の下限値を下回ると、前側正レンズの屈折力が大きくなりすぎるか、又は
、後側正レンズの屈折力が小さくなりすぎる。前側正レンズの屈折力が大きくなりすぎる
と、球面収差やコマ収差が悪化してしまう。後側正レンズの屈折力が小さくなりすぎると
、製造時のピント誤差による結像性能の劣化が発生してしまう。
【００７９】
　条件式（６）に代えて、以下の条件式（６）’を満たすことが良い。
　０．４≦ｆG3pf／ｆG3pr≦０．７　　　（６）’
　条件式（６）に代えて、以下の条件式（６）’’を満たすことがより好ましい。
　０．４２≦ｆG3pf／ｆG3pr≦０．６　　　（６）’’
【００８０】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系では、前群は、接合レンズからなり、接合レンズ
は、前側負レンズを有し、後群は、後側正レンズからなり、以下の条件式（７）を満たす
ことが好ましい。
　－１．１≦ｆG3nf／ｆG3≦－０．５　　　（７）
　ここで、
　ｆG3nfは、前側負レンズの焦点距離、
　ｆG3は、第３レンズ群の焦点距離、
である。
【００８１】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系では、後群の屈折力は、前群の屈折力と等しいか
、又は前群の屈折力よりも大きくなる。後群の屈折力を前群の屈折力よりも大きくするこ
とで、前群の屈折力と後群の屈折力のバランスを変えることができる。この場合、前群に
含まれる負レンズの焦点距離を適切に設定する必要がある。このようなことから、条件式
（７）を満たすことが好ましい。
【００８２】
　条件式（７）の上限値を上回ると、前側負レンズの屈折力が大きくなりすぎるか、又は
、接合面の曲率半径が小さくなりすぎる。前側負レンズの屈折力が大きくなりすぎると、
コマ収差や倍率色収差が補正過剰になる。接合面の曲率半径が小さくなりすぎると、レン
ズ加工が難しくなってしまう。
【００８３】
　条件式（７）の下限値を下回ると、前側負レンズの屈折力が小さくなりすぎる。そのた
め、コマ収差や倍率色収差が補正不足になってしまう。
【００８４】
　条件式（７）に代えて、以下の条件式（７）’を満たすことが良い。
　－１≦ｆG3nf／ｆG3≦－０．５５　　　（７）’
　条件式（７）に代えて、以下の条件式（７）’’を満たすことがより好ましい。
　－０．９≦ｆG3nf／ｆG3≦－０．６　　　（７）’’
【００８５】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系では、前群は、接合レンズからなり、接合レンズ
は、前側正レンズを有し、後群は、後側正レンズからなり、以下の条件式（８）を満たす
ことが好ましい。
　０≦（ｒG3pff＋ｒG3pfr）／（ｒG3pff－ｒG3pfr）≦０．４１　　　（８）
　ここで、
　ｒG3pffは、前側正レンズの物体側面の曲率半径、
　ｒG3pfrは、前側正レンズの像側面の曲率半径、
である。
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【００８６】
　第３レンズ群では、第２レンズ群から入射した発散光線を収斂して、最終的に像面へ入
射する主光線の入射角が小さくなるようにすることが望ましい。すなわち、光学系の構成
を像側にテレセントリックな構成、又はそれに近い構成に近づけることが好ましい。
【００８７】
　前群の接合レンズは、第２レンズ群から入射した光線を収斂するが、接合レンズでは色
収差も補正しなければならない。そのため、この点も考慮して、前側正レンズの曲率半径
を適切に設定する必要がある。このようなことから、条件式（８）を満たすことが好まし
い。
【００８８】
　条件式（８）の上限値を上回ると、前側正レンズの物体側面の曲率半径が大きくなりす
ぎるか、又は、像側面の曲率半径が小さくなりすぎる。物体側面の曲率半径が大きくなり
すぎると、像面へ入射する主光線の入射角を小さくできない。すなわち、光学系の構成を
像側にテレセントリックな構成、又はそれに近い構成に近づけることができない。この場
合シフトなどのレンズ偏心時での性能が劣化してしまう。像側の曲率半径が小さくなりす
ぎると、色収差が補正過剰になってしまう。
【００８９】
　条件式（８）の下限値を下回ると、前側正レンズの物体側の曲率半径が小さくなりすぎ
るか、又は、像側の曲率半径が大きくなりすぎる。物体側の曲率半径が小さくなりすぎる
と、コマ収差や非点収差の発生が大きくなる。その結果、結像性能が劣化してしまう。像
側の曲率半径が大きくなりすぎると、色収差が補正不足になってしまう。
【００９０】
　条件式（８）に代えて、以下の条件式（８）’を満たすことが良い。
　０．１５≦（ｒG3pff＋ｒG3pfr）／（ｒG3pff－ｒG3pfr）≦０．４１　　　（８）’
【００９１】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系では、前群は、接合レンズからなり、接合レンズ
は、前側正レンズを有し、後群は、後側正レンズからなり、以下の条件式（９）を満たす
ことが好ましい。
　－０．６≦ｒG3pff／ｒG3prr≦０　　　（９）
　ここで、
　ｒG3pffは、前側正レンズの物体側面の曲率半径、
　ｒG3prrは、後側正レンズの像側面の曲率半径、
である。
【００９２】
　上述のように、第３レンズ群では、最終的に像面へ入射する主光線の入射角が小さくな
るようにすることが望ましい。すなわち、光学系の構成を像側にテレセントリックな構成
、又はそれに近い構成に近づけることが好ましい。
【００９３】
　ただし、このようにすると、第３レンズ群における光線高が高くなる。そのため、レン
ズ径も大きくなってしまう。レンズ径の増大を抑制するためには、前群において収斂作用
を大きくすることが好ましい。このようなことから、条件式（９）を満たすことが好まし
い。
【００９４】
　条件式（９）の上限値を上回ると、前側正レンズの物体側面の曲率半径と後側正レンズ
の像側面の曲率半径のいずれかが、発散作用を生じるような曲率半径となるか、又は、コ
マ収差や非点収差が十分に補正できない。レンズ面における発散作用が大きくなると、レ
ンズ径が大きくなってしまう。また、コマ収差や非点収差を補正しきれないと、結像性能
が劣化する。
【００９５】
　条件式（９）の下限値を下回ると、前側正レンズの物体側面の曲率半径が大きくなりす



(15) JP WO2017/221600 A1 2017.12.28

10

20

30

40

50

ぎるか、又は、後側正レンズの像側面の曲率半径が小さくなりすぎる。前側正レンズの物
体側面の曲率半径が大きくなりすぎると、第３レンズ群における光線高が高くなってしま
う。その結果、第３レンズ群のレンズ径が大きくなる。後側正レンズの像側面の曲率半径
が小さくなりすぎると、非点収差が悪化してしまう。
【００９６】
　条件式（９）に代えて、以下の条件式（９）’を満たすことが良い。
　－０．５５≦ｒG3pff／ｒG3prr≦０　　　（９）’
【００９７】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系では、前群と後群との間隔を変えて、組み立て時
のピント調整を行うことが好ましい。
【００９８】
　内視鏡用対物光学系の組み立てでは、各レンズを予め決められたレンズ枠に格納してい
く。このようにして最初に組み上げた状態では、各レンズにおけるニュートン誤差や肉厚
誤差等により、像面の位置が設計時の位置からずれている。設計時の像位置には、例えば
撮像素子が配置されている。像面の位置が設計時の位置からずれていると、撮像面上にピ
ントの合った像が形成されない。そこで、ピント調整を行って、各レンズの位置決めを行
う。
【００９９】
　このピント調整は、前群と後群との間隔を変えることで行うことが好ましい。これによ
り、レンズの移動量に対して像位置の移動量が減る。その結果、組み立て時のピント調整
がし易くなる。
【０１００】
　また、レンズをレンズ枠に固定する際に、接着剤が使用される。レンズの移動量に対し
て像位置の移動量が減ると、接着が硬化するときにレンズの位置ずれが生じても、このず
れによる結像性能の劣化を小さくすることができる。
【０１０１】
　後群を光軸と垂直方向に移動しても良い。このようにすることで、画角の左右差や画面
周辺のピント位置のずれを、小さくすることができる。また、非対称な非点収差を補正す
ることができる。
【０１０２】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系では、また、物体側負レンズについては、次のよ
うに構成することが好ましい。物体側負レンズの物体側面には、観察中に、汚れや血液な
どが付着する。この状態では、鮮明な観察が行えない。そこで、挿入部の先端にあるノズ
ルから出る水によって、物体側負レンズの物体側面の洗浄が行われる。
【０１０３】
　物体側負レンズの物体側面が凸形状だと、洗浄の際に汚れが落ちにくくなる。また、物
体側負レンズの物体側面が凹形状だと、水が溜まってしまう。特に、物体側負レンズの物
体側面が凸形状だと、衝撃によるキズや割れが発生しやすくなる。よって、物体側負レン
ズの形状は平凹で、平面が物体側に向いていることが好ましい。
【０１０４】
　以下、各実施例について説明する。
【０１０５】
（実施例１）
　実施例１に係る内視鏡用対物光学系について説明する。図２は、実施例１に係る内視鏡
用対物光学系のレンズ断面図であって、（ａ）は通常観察状態における断面図、（ｂ）は
近接観察状態における断面図である。
【０１０６】
　実施例１の内視鏡用対物光学系は、物体側から順に、正屈折力の第１レンズ群Ｇ１と、
負屈折力の第２レンズ群Ｇ２と、正屈折力の第３レンズ群Ｇ３と、からなる。
【０１０７】
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　第１レンズ群Ｇ１は、物体側が平面である平凹負レンズＬ１と、像側に凸面を向けた正
メニスカスレンズＬ２と、平凸正レンズＬ３と、からなる。
【０１０８】
　第２レンズ群Ｇ２は、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ４からなる。
【０１０９】
　第３レンズ群Ｇ３は、両凸正レンズＬ５と、平凹負レンズＬ６と、両凸正レンズＬ７と
、からなる。ここで、両凸正レンズＬ５と平凹負レンズＬ６とで、接合レンズを形成して
いる。
【０１１０】
　前群は、両凸正レンズＬ５と、平凹負レンズＬ６と、で構成されている。後群は、両凸
正レンズＬ７で構成されている。
【０１１１】
　明るさ絞りＳは、第１レンズ群Ｇ１と第２レンズ群Ｇ２との間に配置されている。より
詳しくは、明るさ絞りＳは、平凸正レンズＬ３の像側面の近傍に配置されている。
【０１１２】
　平凹負レンズＬ１の像側には、赤外吸収フィルタＦ１が配置されている。第３レンズ群
Ｇ３の像側には、カバーガラスＦ２と、ＣＣＤのカバーガラスＦ３と、が配置されている
。カバーガラスＦ２とＣＣＤのカバーガラスＦ３は接合されている。
【０１１３】
　合焦時、第２レンズ群Ｇ２は移動する。遠距離物点に合焦した状態から近距離物点に合
焦するとき、第２レンズ群Ｇ２は像側に移動する。
【０１１４】
　図３（ａ）、（ｂ）、（ｃ）及び（ｄ）は、それぞれ、実施例１の通常観察状態におけ
る球面収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）の収差
図である。図３（ｅ）、（ｆ）、（ｇ）及び（ｈ）は、それぞれ、実施例１の拡大観察状
態における球面収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ
）の収差図である。
【０１１５】
　各収差図において、横軸は収差量を表している。球面収差、非点収差及び倍率収差につ
いては、収差量の単位はｍｍである。また、歪曲収差については、収差量の単位は％であ
る。また、ＦＩＹは像高で単位はｍｍ、ＦＮＯはＦナンバーである。また、収差曲線の波
長の単位はｎｍである。これらは、他の実施例でも同じである。
【０１１６】
（実施例２）
　実施例２に係る内視鏡用対物光学系について説明する。図４は、実施例２に係る内視鏡
用対物光学系のレンズ断面図であって、（ａ）は通常観察状態における断面図、（ｂ）は
近接観察状態における断面図である。
【０１１７】
　実施例２の内視鏡用対物光学系は、物体側から順に、正屈折力の第１レンズ群Ｇ１と、
負屈折力の第２レンズ群Ｇ２と、正屈折力の第３レンズ群Ｇ３と、からなる。
【０１１８】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側が平面である平凹負レンズＬ１と、像側に凸面を向けた正
メニスカスレンズＬ２と、物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズＬ３と、からなる。
【０１１９】
　第２レンズ群Ｇ２は、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ４からなる。
【０１２０】
　第３レンズ群Ｇ３は、両凸正レンズＬ５と、平凹負レンズＬ６と、両凸正レンズＬ７と
、からなる。ここで、両凸正レンズＬ５と平凹負レンズＬ６とで、接合レンズを形成して
いる。
【０１２１】
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　前群は、両凸正レンズＬ５と、平凹負レンズＬ６と、で構成されている。後群は、両凸
正レンズＬ７で構成されている。
【０１２２】
　明るさ絞りＳは、第１レンズ群Ｇ１と第２レンズ群Ｇ２との間に配置されている。より
詳しくは、明るさ絞りＳは、正メニスカスレンズＬ３の像側面の近傍に配置されている。
【０１２３】
　平凹負レンズＬ１の像側には、赤外吸収フィルタＦ１が配置されている。第３レンズ群
Ｇ３の像側には、カバーガラスＦ２と、ＣＣＤのカバーガラスＦ３と、が配置されている
。カバーガラスＦ２とＣＣＤのカバーガラスＦ３は接合されている。
【０１２４】
　合焦時、第２レンズ群Ｇ２は移動する。遠距離物点に合焦した状態から近距離物点に合
焦するとき、第２レンズ群Ｇ２は像側に移動する。
【０１２５】
　図５（ａ）、（ｂ）、（ｃ）及び（ｄ）は、それぞれ、実施例２の通常観察状態におけ
る球面収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）の収差
図である。図５（ｅ）、（ｆ）、（ｇ）及び（ｈ）は、それぞれ、実施例２の拡大観察状
態における球面収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ
）の収差図である。
【０１２６】
（実施例３）
　実施例３に係る内視鏡用対物光学系について説明する。図６は、実施例３に係る内視鏡
用対物光学系のレンズ断面図であって、（ａ）は通常観察状態における断面図、（ｂ）は
近接観察状態における断面図である。
【０１２７】
　実施例３の内視鏡用対物光学系は、物体側から順に、正屈折力の第１レンズ群Ｇ１と、
負屈折力の第２レンズ群Ｇ２と、正屈折力の第３レンズ群Ｇ３と、からなる。
【０１２８】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側が平面である平凹負レンズＬ１と、像側に凸面を向けた正
メニスカスレンズＬ２と、平凸正レンズＬ３と、からなる。
【０１２９】
　第２レンズ群Ｇ２は、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ４からなる。
【０１３０】
　第３レンズ群Ｇ３は、両凸正レンズＬ５と、平凹負レンズＬ６と、両凸正レンズＬ７と
、からなる。ここで、両凸正レンズＬ５と平凹負レンズＬ６とで、接合レンズを形成して
いる。
【０１３１】
　前群は、両凸正レンズＬ５と、平凹負レンズＬ６と、で構成されている。後群は、両凸
正レンズＬ７で構成されている。
【０１３２】
　明るさ絞りＳは、第１レンズ群Ｇ１と第２レンズ群Ｇ２との間に配置されている。より
詳しくは、明るさ絞りＳは、平凸正レンズＬ３の像側面の近傍に配置されている。
【０１３３】
　平凹負レンズＬ１の像側には、赤外吸収フィルタＦ１が配置されている。第３レンズ群
Ｇ３の像側には、カバーガラスＦ２と、ＣＣＤのカバーガラスＦ３と、が配置されている
。カバーガラスＦ２とＣＣＤのカバーガラスＦ３は接合されている。
【０１３４】
　合焦時、第２レンズ群Ｇ２は移動する。遠距離物点に合焦した状態から近距離物点に合
焦するとき、第２レンズ群Ｇ２は像側に移動する。
【０１３５】
　図７（ａ）、（ｂ）、（ｃ）及び（ｄ）は、それぞれ、実施例３の通常観察状態におけ
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る球面収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）の収差
図である。図７（ｅ）、（ｆ）、（ｇ）及び（ｈ）は、それぞれ、実施例３の拡大観察状
態における球面収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ
）の収差図である。
【０１３６】
（実施例４）
　実施例４に係る内視鏡用対物光学系について説明する。図８は、実施例４に係る内視鏡
用対物光学系のレンズ断面図であって、（ａ）は通常観察状態における断面図、（ｂ）は
近接観察状態における断面図である。
【０１３７】
　実施例４の内視鏡用対物光学系は、物体側から順に、正屈折力の第１レンズ群Ｇ１と、
負屈折力の第２レンズ群Ｇ２と、正屈折力の第３レンズ群Ｇ３と、からなる。
【０１３８】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側が平面である平凹負レンズＬ１と、像側に凸面を向けた正
メニスカスレンズＬ２と、平凸正レンズＬ３と、からなる。
【０１３９】
　第２レンズ群Ｇ２は、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ４からなる。
【０１４０】
　第３レンズ群Ｇ３は、両凸正レンズＬ５と、平凹負レンズＬ６と、両凸正レンズＬ７と
、からなる。ここで、両凸正レンズＬ５と平凹負レンズＬ６とで、接合レンズを形成して
いる。
【０１４１】
　前群は、両凸正レンズＬ５と、平凹負レンズＬ６と、で構成されている。後群は、両凸
正レンズＬ７で構成されている。
【０１４２】
　明るさ絞りＳは、第１レンズ群Ｇ１と第２レンズ群Ｇ２との間に配置されている。より
詳しくは、明るさ絞りＳは、平凸正レンズＬ３の像側面の近傍に配置されている。
【０１４３】
　平凹負レンズＬ１の像側には、赤外吸収フィルタＦ１が配置されている。第３レンズ群
Ｇ３の像側には、カバーガラスＦ２と、ＣＣＤのカバーガラスＦ３と、が配置されている
。カバーガラスＦ２とＣＣＤのカバーガラスＦ３は接合されている。
【０１４４】
　合焦時、第２レンズ群Ｇ２は移動する。遠距離物点に合焦した状態から近距離物点に合
焦するとき、第２レンズ群Ｇ２は像側に移動する。
【０１４５】
　図９（ａ）、（ｂ）、（ｃ）及び（ｄ）は、それぞれ、実施例４の通常観察状態におけ
る球面収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）の収差
図である。図９（ｅ）、（ｆ）、（ｇ）及び（ｈ）は、それぞれ、実施例４の拡大観察状
態における球面収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ
）の収差図である。
【０１４６】
（実施例５）
　実施例５に係る内視鏡用対物光学系について説明する。図１０は、実施例５に係る内視
鏡用対物光学系のレンズ断面図であって、（ａ）は通常観察状態における断面図、（ｂ）
は近接観察状態における断面図である。
【０１４７】
　実施例５の内視鏡用対物光学系は、物体側から順に、正屈折力の第１レンズ群Ｇ１と、
負屈折力の第２レンズ群Ｇ２と、正屈折力の第３レンズ群Ｇ３と、からなる。
【０１４８】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側が平面である平凹負レンズＬ１と、像側に凸面を向けた正
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メニスカスレンズＬ２と、両凸正レンズＬ３と、からなる。
【０１４９】
　第２レンズ群Ｇ２は、物体側に凸面を向けた負メニスカスレンズＬ４からなる。
【０１５０】
　第３レンズ群Ｇ３は、両凸正レンズＬ５と、平凹負レンズＬ６と、両凸正レンズＬ７と
、からなる。ここで、両凸正レンズＬ５と平凹負レンズＬ６とで、接合レンズを形成して
いる。
【０１５１】
　前群は、両凸正レンズＬ５と、平凹負レンズＬ６と、で構成されている。後群は、両凸
正レンズＬ７で構成されている。
【０１５２】
　明るさ絞りＳは、第１レンズ群Ｇ１と第２レンズ群Ｇ２との間に配置されている。より
詳しくは、明るさ絞りＳは、両凸正レンズＬ３の像側面の近傍に配置されている。
【０１５３】
　平凹負レンズＬ１の像側には、赤外吸収フィルタＦ１が配置されている。第３レンズ群
Ｇ３の像側には、カバーガラスＦ２と、ＣＣＤのカバーガラスＦ３と、が配置されている
。カバーガラスＦ２とＣＣＤのカバーガラスＦ３は接合されている。
【０１５４】
　合焦時、第２レンズ群Ｇ２は移動する。遠距離物点に合焦した状態から近距離物点に合
焦するとき、第２レンズ群Ｇ２は像側に移動する。
【０１５５】
　図１１（ａ）、（ｂ）、（ｃ）及び（ｄ）は、それぞれ、実施例５の通常観察状態にお
ける球面収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（ＣＣ）の収
差図である。図１１（ｅ）、（ｆ）、（ｇ）及び（ｈ）は、それぞれ、実施例５の拡大観
察状態における球面収差（ＳＡ）、非点収差（ＡＳ）、歪曲収差（ＤＴ）、倍率色収差（
ＣＣ）の収差図である。
【０１５６】
　以下に、上記各実施例の数値データを示す。面データにおいて、ｒは各レンズ面の曲率
半径、ｄは各レンズ面間の間隔、ｎｅは各レンズのｅ線の屈折率、νｄは各レンズのアッ
ベ数、である。
【０１５７】
　各種データにおいて、ｆはｅ線における焦点距離、ＦｎｏはＦナンバー、ωは半画角、
ＩＨは像高である。
【０１５８】
数値実施例１
単位  ｍｍ
 
面データ
  面番号       r          d          ne         νd
  1           ∞        0.2297     1.88815     40.76
  2          0.8041     0.5732
  3           ∞        0.3828     1.52300     65.13
  4           ∞        0.3029
  5         -2.2902     1.3872     1.48915     70.23
  6         -1.5783     0.0296
  7          2.3329     0.5694     1.65222     33.79
  8           ∞        0.0191
  9(絞り)     ∞        可変
 10          2.4190     0.2871     1.51977     52.43
 11          1.3873     可変
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 12          2.3608     0.8614     1.77621     49.60
 13         -1.4302     0.2871     1.93429     18.90
 14           ∞        0.3254
 15          2.2688     0.6890     1.70042     48.52
 16         -9.1628     0.3592
 17           ∞        0.4785     1.51825     64.14
 18           ∞        0.0100     1.51500     64.00
 19           ∞        0.3350     1.50700     63.26
 20(撮像面)   ∞
 
  各種データ
             通常観察状態     近接観察状態
  ｆ            0.613            0.633
  Ｆｎｏ        2.99             3.10
  ω           80.2             70.3
  ＩＨ          0.6
  d9            0.1626           0.4713
  d11           0.7242           0.4155
【０１５９】
数値実施例２
単位  ｍｍ
 
面データ
  面番号       r          d          ne         νd
  1           ∞        0.2297     1.88815     40.76
  2          0.8044     0.9483
  3           ∞        0.3829     1.52300     65.13
  4           ∞        0.1471
  5         -3.7942     1.2817     1.48915     70.23
  6         -1.5278     0.0296
  7          1.7274     0.3787     1.65222     33.79
  8          7.5054     0.0191
  9(絞り)     ∞        可変
 10          2.1671     0.2872     1.58482     40.75
 11          1.0977     可変
 12          1.9205     0.8807     1.73234     54.68
 13         -1.2825     0.2872     1.93429     18.90
 14           ∞        0.3430
 15          3.8561     0.6595     1.88815     40.76
 16         -3.8561     0.2840
 17           ∞        0.4786     1.51825     64.14
 18           ∞        0.0100     1.51500     64.00
 19           ∞        0.3400     1.50700     63.26
 20(撮像面)   ∞
 
  各種データ
             通常観察状態     近接観察状態
  ｆ            0.615            0.631
  Ｆｎｏ        2.98             3.07
  ω           80.2             72.0
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  ＩＨ          0.6
  d9            0.1628           0.3078
  d11           0.6289           0.4839
【０１６０】
数値実施例３
単位  ｍｍ
 
面データ
  面番号       r          d          ne         νd
  1           ∞        0.2297     1.88815     40.76
  2          0.8041     0.5253
  3           ∞        0.3828     1.52300     65.13
  4           ∞        0.3176
  5         -1.8502     1.2432     1.48915     70.23
  6         -1.5727     0.0296
  7          1.9414     0.4374     1.65222     33.79
  8           ∞        0.0191
  9(絞り)     ∞        可変
 10          1.8021     0.2871     1.51977     52.43
 11          1.1652     可変
 12          2.9320     0.8614     1.77621     49.60
 13         -1.2343     0.2871     1.93429     18.90
 14           ∞        0.3254
 15          1.6266     0.6890     1.70042     48.52
 16       -882.1583     0.3437
 17           ∞        0.4785     1.51825     64.14
 18           ∞        0.0096     1.51500     64.00
 19           ∞        0.3349     1.50700     63.26
 20(撮像面)   ∞
 
  各種データ
             通常観察状態     近接観察状態
  ｆ            0.626            0.643 
  Ｆｎｏ        3.00             3.10
  ２ω         79.4             70.3
  ＩＨ          0.6
  d9            0.1626           0.4829
  d11           0.6268           0.3065
【０１６１】
数値実施例４
単位  ｍｍ
 
面データ
  面番号       r          d          ne         νd
  1           ∞        0.2297     1.88815     40.76
  2          0.8041     0.5688
  3           ∞        0.3828     1.52300     65.13
  4           ∞        0.2539
  5         -2.8149     1.5598     1.48915     70.23
  6         -1.5561     0.0296
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  7          2.5499     0.8444     1.65222     33.79
  8           ∞        0.0191
  9(絞り)     ∞        可変
 10          3.1315     0.2871     1.51977     52.43
 11          1.4515     可変
 12          2.2357     0.8614     1.77621     49.60
 13         -1.4888     0.2871     1.93429     18.90
 14           ∞        0.3254
 15          2.2538     0.6890     1.70042     48.52
 16         -9.1628     0.3553
 17           ∞        0.4785     1.51825     64.14
 18           ∞        0.0100     1.51500     64.00
 19           ∞        0.3400     1.50700     63.26
 20(撮像面)   ∞
 
  各種データ
             通常観察状態     近接観察状態
  ｆ            0.616            0.641
  Ｆｎｏ        3.03             3.17
  ２ω         80.2             69.1
  ＩＨ          0.6
  d9            0.1626           0.4424
  d11           0.6794           0.3997
【０１６２】
数値実施例５
単位  ｍｍ
 
面データ
  面番号       r          d          ne         νd
  1           ∞        0.2297     1.88815     40.76
  2          0.8041     0.4744
  3           ∞        0.3828     1.52300     65.13
  4           ∞        0.2040
  5         -2.2719     1.2668     1.48915     70.23
  6         -2.4215     0.2297
  7          3.4112     0.5550     1.65222     33.79
  8         -3.1575     0.0191
  9(絞り)     ∞        可変
 10          2.4533     0.2871     1.51977     52.43
 11          1.4938     可変
 12          2.3944     0.8614     1.77621     49.60
 13         -1.3554     0.2871     1.93429     18.90
 14           ∞        0.3254
 15          2.3300     0.6890     1.70042     48.52
 16         -9.1628     0.4097
 17           ∞        0.4785     1.51825     64.14
 18           ∞        0.0100     1.51500     64.00
 19           ∞        0.3400     1.50700     63.26
 20(撮像面)   ∞
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  各種データ
             通常観察状態     近接観察状態
  ｆ            0.610            0.634
  Ｆｎｏ        2.97             3.10
  ω           80.2             69.3
  ＩＨ          0.6
  d9            0.1626           0.5820
  d11           0.7775           0.3582
【０１６３】
　以下、実施例１～実施例５に係る内視鏡用対物光学系における条件式（１）～（９）の
数値を示す。
条件式                実施例１      実施例２      実施例３
(1-1)fG3f/fG3r         1.59          1.74          2.82
(1-2)dG3fr/dG3r        0.47          0.52          0.47
(2)fG1/fG3r            0.61          0.51          0.66
(3)fG2/fG3f           -1.63         -1.07         -1.15
(4-1)fc/rc            -2.96         -3.07         -5.29
(4-2)fG2/fG3          -3.47         -2.26         -3.73
(5-1)fG1/fG23          0.72          0.53          0.65
(5-2)f/rG1nr           0.76          0.76          0.78
(6)fG3pf/fG3pr         0.48          0.53          0.53
(7)fG3nf/fG3          -0.77         -0.73         -0.66
(8)(rG3pff+rG3pfr)
   /(rG3pff-rG3pfr)    0.25          0.20          0.41
(9)rG3pff/rG3prr      -0.26         -0.50          0.00
 
条件式                実施例４      実施例５
(1-1)fG3f/fG3r         1.46          1.63
(1-2)dG3fr/dG3r        0.47          0.47
(2)fG1/fG3r            0.58          0.66
(3)fG2/fG3f           -1.43         -1.85
(4-1)fc/rc            -2.59         -3.27
(4-2)fG2/fG3          -2.87         -4.01
(5-1)fG1/fG23          0.69          0.79
(5-2)f/rG1nr           0.77          0.76
(6)fG3pf/fG3pr         0.48          0.46
(7)fG3nf/fG3          -0.83         -0.71
(8)(rG3pff+rG3pfr)
   /(rG3pff-rG3pfr)    0.20          0.28
(9)rG3pff/rG3prr      -0.24         -0.26
【０１６４】
　各実施例によれば、Ｆナンバーが小さく、小型でかつ高い結像性能を有し、製造誤差に
強い内視鏡用対物光学系を提供できる。
【０１６５】
　以上、本発明の種々の実施形態について説明したが、本発明は、これらの実施形態のみ
に限られるものではなく、その趣旨を逸脱しない範囲で、これら実施形態の構成を適宜組
合せて構成した実施形態も本発明の範疇となるものである。
【産業上の利用可能性】
【０１６６】
　以上のように、本発明は、Ｆナンバーが小さく、小型でかつ高い結像性能を有し、製造
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誤差に強い内視鏡用対物光学系に適している。
【符号の説明】
【０１６７】
　Ｇ１　第１レンズ群
　Ｇ２　第２レンズ群
　Ｇ３　第３レンズ群
　ＧＦ　前群
　ＧＲ　後群
　Ｌ１～Ｌ７　レンズ
　ＣＬ　接合レンズ
　Ｓ　明るさ絞り
　Ｆ１、Ｆ２、Ｆ３　平行平面板
　Ｉ　像面

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】

【手続補正書】
【提出日】平成29年12月14日(2017.12.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、
　正の屈折力を有する第１レンズ群と、
　負の屈折力を有する第２レンズ群と、
　正の屈折力を有する第３レンズ群と、で構成され、
　近距離物点へのフォーカシング時に、前記第１レンズ群と前記第３レンズ群は固定で、
前記第２レンズ群は移動し、
　前記第３レンズ群は、正の屈折力を有する前群と、正の屈折力を有する後群と、からな
り、
　前記前群と前記後群は、各々、１つの単レンズ又は１つの接合レンズで構成され、
　以下の条件式（１－１）、（１－２）、（４－１）、（４－２）を満たすことを特徴と
する内視鏡用対物光学系。
　１≦ｆG3f／ｆG3r≦５　　　（１－１）
　０．１≦ｄG3fr／ｄG3r≦１　　　（１－２）
　－８≦ｆc／ｒc≦－２　　　（４－１）
　－７≦ｆG2／ｆG3≦－２　　　（４－２）
　ここで、
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　ｆG3fは、前記前群の焦点距離、
　ｆG3rは、前記後群の焦点距離、
　ｄG3frは、前記前群の最も像側面から前記後群の最も物体側面までの光軸に沿った距離
、
　ｄG3rは、前記後群の光軸に沿った総厚、
　ｆcは、前記第３レンズ群の接合レンズの焦点距離、
　ｒcは、前記第３レンズ群の接合レンズの接合面の曲率半径、
　ｆG2は、前記第２レンズ群の焦点距離、
　ｆG3は、前記第３レンズ群の焦点距離、
である。
【請求項２】
　以下の条件式（２）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　０．４２≦ｆG1／ｆG3r≦０．９　　　（２）
　ここで、
　ｆG1は、前記第１レンズ群の焦点距離、
　ｆG3rは、前記後群の焦点距離、
である。
【請求項３】
　以下の条件式（３）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　－２≦ｆG2／ｆG3f≦－１．０５　　　（３）
　ここで、
　ｆG2は、前記第２レンズ群の焦点距離、
　ｆG3fは、前記前群の焦点距離、
である。
【請求項４】
　前記第１レンズ群は、最も物体側に配置された物体側負レンズを有し、
　以下の条件式（５－１）、（５－２）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視
鏡用対物光学系。
　０．５≦ｆG1／ｆG23≦１　　　（５－１）
　０．２≦ｆ／ｒG1nr≦１　　　（５－２）
　ここで、
　ｆG1は、前記第１レンズ群の焦点距離、
　ｆG23は、前記第２レンズ群と前記第３レンズ群の合成焦点距離、
　ｆは、前記内視鏡用対物光学系の全系での焦点距離、
　ｒG1nrは、前記物体側負レンズの像側面の曲率半径、
　前記合成焦点距離と前記全系での焦点距離は、通常状態での焦点距離、
である。
【請求項５】
　前記前群は、接合レンズからなり、
　前記接合レンズは、前側正レンズを有し、
　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（６）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　０．３８≦ｆG3pf／ｆG3pr≦０．９　　　（６）
　ここで、
　ｆG3pfは、前記前側正レンズの焦点距離、
　ｆG3prは、前記後側正レンズの焦点距離、
である。
【請求項６】
　前記前群は、接合レンズからなり、
　前記接合レンズは、前側負レンズを有し、
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　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（７）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　－１．１≦ｆG3nf／ｆG3≦－０．５　　　（７）
　ここで、
　ｆG3nfは、前記前側負レンズの焦点距離、
　ｆG3は、前記第３レンズ群の焦点距離、
である。
【請求項７】
　前記前群は、接合レンズからなり、
　前記接合レンズは、前側正レンズを有し、
　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（８）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　０≦（ｒG3pff＋ｒG3pfr）／（ｒG3pff－ｒG3pfr）≦０．４１　　　（８）
　ここで、
　ｒG3pffは、前記前側正レンズの物体側面の曲率半径、
　ｒG3pfrは、前記前側正レンズの像側面の曲率半径、
である。
【請求項８】
　前記前群は、接合レンズからなり、
　前記接合レンズは、前側正レンズを有し、
　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（９）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　－０．６≦ｒG3pff／ｒG3prr≦０　　　（９）
　ここで、
　ｒG3pffは、前記前側正レンズの物体側面の曲率半径、
　ｒG3prrは、前記後側正レンズの像側面の曲率半径、
である。
【請求項９】
　前記前群と前記後群との間隔を変えて、組み立て時のピント調整を行うことを特徴とす
る請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明の少なくとも幾つかの実施形態
に係る内視鏡用対物光学系は、
　物体側から順に、
　正の屈折力を有する第１レンズ群と、
　負の屈折力を有する第２レンズ群と、
　正の屈折力を有する第３レンズ群と、で構成され、
　近距離物点へのフォーカシング時に、第１レンズ群と第３レンズ群は固定で、第２レン
ズ群は移動し、
　第３レンズ群は、正の屈折力を有する前群と、正の屈折力を有する後群と、からなり、
　前群と後群は、各々、１つの単レンズ又は１つの接合レンズで構成され、
　以下の条件式（１－１）、（１－２）、（４－１）、（４－２）を満たすことを特徴と
する。
　１≦ｆG3f／ｆG3r≦５　　　（１－１）
　０．１≦ｄG3fr／ｄG3r≦１　　　（１－２）
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　－８≦ｆc／ｒc≦－２　　　（４－１）
　－７≦ｆG2／ｆG3≦－２　　　（４－２）
　ここで、
　ｆG3fは、前群の焦点距離、
　ｆG3rは、後群の焦点距離、
　ｄG3frは、前群の最も像側面から後群の最も物体側面までの光軸に沿った距離、
　ｄG3rは、後群の光軸に沿った総厚、
　ｆcは、第３レンズ群の接合レンズの焦点距離、
　ｒcは、第３レンズ群の接合レンズの接合面の曲率半径、
　ｆG2は、第２レンズ群の焦点距離、
　ｆG3は、第３レンズ群の焦点距離、
である。
【手続補正書】
【提出日】平成30年4月2日(2018.4.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、
　正の屈折力を有する第１レンズ群と、
　負の屈折力を有する第２レンズ群と、
　正の屈折力を有する第３レンズ群と、で構成され、
　近距離物点へのフォーカシング時に、前記第１レンズ群と前記第３レンズ群は固定で、
前記第２レンズ群は移動し、
　前記第３レンズ群は、正の屈折力を有する前群と、正の屈折力を有する後群と、からな
り、
　前記前群は１つの接合レンズ、前記後群は１つの単レンズで構成され、
　以下の条件式（１－１）、（１－２）、（４－１）、（４－２）を満たすことを特徴と
する内視鏡用対物光学系。
　１≦ｆG3f／ｆG3r≦５　　　（１－１）
　０．１≦ｄG3fr／ｄG3r≦１　　　（１－２）
　－８≦ｆc／ｒc≦－２　　　（４－１）
　－７≦ｆG2／ｆG3≦－２　　　（４－２）
　ここで、
　ｆG3fは、前記前群の焦点距離、
　ｆG3rは、前記後群の焦点距離、
　ｄG3frは、前記前群の最も像側面から前記後群の最も物体側面までの光軸に沿った距離
、
　ｄG3rは、前記後群の光軸に沿った総厚、
　ｆcは、前記接合レンズの焦点距離、
　ｒcは、前記接合レンズの接合面の曲率半径、
　ｆG2は、前記第２レンズ群の焦点距離、
　ｆG3は、前記第３レンズ群の焦点距離、
である。
【請求項２】
　以下の条件式（２）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　０．４２≦ｆG1／ｆG3r≦０．９　　　（２）
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　ここで、
　ｆG1は、前記第１レンズ群の焦点距離、
　ｆG3rは、前記後群の焦点距離、
である。
【請求項３】
　以下の条件式（３）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　－２≦ｆG2／ｆG3f≦－１．０５　　　（３）
　ここで、
　ｆG2は、前記第２レンズ群の焦点距離、
　ｆG3fは、前記前群の焦点距離、
である。
【請求項４】
　前記第１レンズ群は、最も物体側に配置された物体側負レンズを有し、
　以下の条件式（５－１）、（５－２）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視
鏡用対物光学系。
　０．５≦ｆG1／ｆG23≦１　　　（５－１）
　０．２≦ｆ／ｒG1nr≦１　　　（５－２）
　ここで、
　ｆG1は、前記第１レンズ群の焦点距離、
　ｆG23は、前記第２レンズ群と前記第３レンズ群の合成焦点距離、
　ｆは、前記内視鏡用対物光学系の全系での焦点距離、
　ｒG1nrは、前記物体側負レンズの像側面の曲率半径、
　前記合成焦点距離と前記全系での焦点距離は、通常状態での焦点距離、
である。
【請求項５】
　前記接合レンズは、前側正レンズを有し、
　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（６）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　０．３８≦ｆG3pf／ｆG3pr≦０．９　　　（６）
　ここで、
　ｆG3pfは、前記前側正レンズの焦点距離、
　ｆG3prは、前記後側正レンズの焦点距離、
である。
【請求項６】
　前記接合レンズは、前側負レンズを有し、
　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（７）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　－１．１≦ｆG3nf／ｆG3≦－０．５　　　（７）
　ここで、
　ｆG3nfは、前記前側負レンズの焦点距離、
　ｆG3は、前記第３レンズ群の焦点距離、
である。
【請求項７】
　前記接合レンズは、前側正レンズを有し、
　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（８）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　０≦（ｒG3pff＋ｒG3pfr）／（ｒG3pff－ｒG3pfr）≦０．４１　　　（８）
　ここで、
　ｒG3pffは、前記前側正レンズの物体側面の曲率半径、
　ｒG3pfrは、前記前側正レンズの像側面の曲率半径、
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である。
【請求項８】
　前記接合レンズは、前側正レンズを有し、
　前記後群は、後側正レンズからなり、
　以下の条件式（９）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
　－０．６≦ｒG3pff／ｒG3prr≦０　　　（９）
　ここで、
　ｒG3pffは、前記前側正レンズの物体側面の曲率半径、
　ｒG3prrは、前記後側正レンズの像側面の曲率半径、
である。
【請求項９】
　前記前群と前記後群との間隔を変えて、組み立て時のピント調整を行うことを特徴とす
る請求項１に記載の内視鏡用対物光学系。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明の少なくとも幾つかの実施形態
に係る内視鏡用対物光学系は、
　物体側から順に、
　正の屈折力を有する第１レンズ群と、
　負の屈折力を有する第２レンズ群と、
　正の屈折力を有する第３レンズ群と、で構成され、
　近距離物点へのフォーカシング時に、第１レンズ群と第３レンズ群は固定で、第２レン
ズ群は移動し、
　第３レンズ群は、正の屈折力を有する前群と、正の屈折力を有する後群と、からなり、
　前群は１つの接合レンズ、後群は１つの単レンズで構成され、
　以下の条件式（１－１）、（１－２）、（４－１）、（４－２）を満たすことを特徴と
する。
　１≦ｆG3f／ｆG3r≦５　　　（１－１）
　０．１≦ｄG3fr／ｄG3r≦１　　　（１－２）
　－８≦ｆc／ｒc≦－２　　　（４－１）
　－７≦ｆG2／ｆG3≦－２　　　（４－２）
　ここで、
　ｆG3fは、前群の焦点距離、
　ｆG3rは、後群の焦点距離、
　ｄG3frは、前群の最も像側面から後群の最も物体側面までの光軸に沿った距離、
　ｄG3rは、後群の光軸に沿った総厚、
　ｆcは、接合レンズの焦点距離、
　ｒcは、接合レンズの接合面の曲率半径、
　ｆG2は、第２レンズ群の焦点距離、
　ｆG3は、第３レンズ群の焦点距離、
である。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【００２２】
　本実施形態に係る内視鏡用対物光学系は、物体側から順に、正の屈折力を有する第１レ
ンズ群と、負の屈折力を有する第２レンズ群と、正の屈折力を有する第３レンズ群と、で
構成され、近距離物点へのフォーカシング時に、第１レンズ群と第３レンズ群は固定で、
第２レンズ群は移動し、第３レンズ群は、正の屈折力を有する前群と、正の屈折力を有す
る後群と、からなり、前群は１つの接合レンズ、後群は１つの単レンズで構成され、以下
の条件式（１－１）、（１－２）を満たすことを特徴とする。
　１≦ｆG3f／ｆG3r≦５　　　（１－１）
　０．１≦ｄG3fr／ｄG3r≦１　　　（１－２）
　ここで、
　ｆG3fは、前群の焦点距離、
　ｆG3rは、後群の焦点距離、
　ｄG3frは、前群の最も像側面から後群の最も物体側面までの光軸に沿った距離、
　ｄG3rは、後群の光軸に沿った総厚、
である。
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